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すこしでも将来の安心を
共同納骨堂の候補地を視察
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　無縁社会ともいわれる時代、高齢で身寄りもなく亡くなった場合など、あとのお墓のことなどが課題となっています。また、お墓への考え方も様々に変化してきています。NPO法人地域人権みんなの会でも会員さんや周りの人たちのその課題にこたえることが求められていると考えています。
もう昨年のことになってしまいました。2016年11月21日、旧瀬戸町、現在の岡山市、万富駅近くの天理教の教会を訪ねてＮＰＯ地域人権みんなの会の中島・吉岡両名が車を走らせました。
成年後見人制度を通じて権利擁護活動を長年にわたり展開されている今岡清廣さんから紹介いただいた片山さんご夫妻に面会。片山さんは天理教の布教者であり、奥さんはかつての里子制度を発展させたファミリーホームを運営されています。
　ご夫妻に歓迎していただき、長年の里子制度のでのとりくみや現在のファミリーホームのこと、そのもとでの子どもさんたちの成長と課題など、色々聞かせて
いただきました。
その後、お墓に移動、万富駅が見下ろせる山の上に大きな共同墓地があり、その一角にある墓所を視察させていだきました。この共同墓地には入口に「国史跡万富東大寺瓦窯跡」の看板と大きな瓦が展示してありました。

　ＮＰＯ組織として、新たに共同遺骨埋葬にかかわる事業を考える上で今回の視察訪問は第1歩といったところです。
墓地の貸借料や工事費など、具体的なお話までには至りませんでしたが、理事会や総会でも検討をすすめていきたいと考えています。
　　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
あなたとともに考える人権学習集会　　　１２月３日
　国家的詐欺ではないか、介護保険制度改悪
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　川谷宗夫さんが講演

2016年12月3日、岡山県生涯学習センター研修室において、講師にＮＰＯ朝日訴訟の会事務局長の川谷宗夫さんを招き、ＮＰＯ地域人権みんなの会主催の「2016年度あなたとともに考える人権学習集会」を開催しました。川谷さんは元岡山県社会保障推進協議会の事務局長もされていた方です。
講演で川谷さんは、社会保障の大改悪の波が医療・介護・年金がセットでいっせい改悪される形ではじまっていると述べ、資料を示しながら、当面する大改悪の中身と全面的な改悪計画について説明しました。
その上で、憲法25条のある国でなぜこんなことが起きるのか、社会保障制度大改悪の背景について、第1に安倍内閣の登場により「戦争する国」に基本的人権は無用といわんばかりの表れの代表として「社会保障」削減があると、安倍内閣の本質を明らかにしました。このことは自民党の改憲草案にも示されていると指摘しました。
こうした現状の中で、医療現場では高齢者が病院に
入院すると認知症が進み寝たきりになったりという
ことも増えている。一方、ディサービスに行くことによ
って友達もでき笑顔を取り戻したりしていることを紹
介しながら、介護現場で働く上で苦労や悩みも多い
が、それでも介護が好きだという人も多く、そうした人
たちが報われる社会の実現が重要だと述べました。
　　要支援はずし、次に要介護1.2はずしがいわれ
ている新総合事業「介護予防・日常生活支援総合事
業」に関して各自治体はそれなりに頑張っているもの
の、窮地に陥る事業所も懸念されるなど、政府の掛け声と裏腹にますます大変な状況になっている点も注視して、社会保障・医療・介護の水準を引き下げをゆるさない闘いが重要だと強調しました。
　最後に、朝日訴訟は裁判では負けたが実質的に生活保護水準の向上を勝ち取るなど大きな成果をみたが、このことはいまに繋がり、社会保障の充実こそ社会の発展に寄与、戦争する国づくりを許さないことにつながると講演を結びました。
小規模多機能型居宅介護事業所「みんなの家ななくさ」の川上茂子さんが介護現場からの報告と題して事例報告などを行いました。介護保険更新時の認定調査や認定結果が厳しくなっていること、泊まり利用時の往診依頼ができないことの悩みなどを報告しました。また、「介護の現場で起きていること」と題して、岡山医療生協・介護事業部事務長の狩野毅さんが、デイサービスの事例紹介や認知症と介護認定の矛盾や問題点をプロジェクターを使って報告しました。
投稿――　なぜ、今のこの時期になって、こんな法律が成立したのか
「部落差別解消推進法（固定化法）」を実効化させない取り組みを
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　中島純男
突如として議員立法
2016年5月19日、自民党、公明党、民進党の議員による「部落差別解消推進法案」が議員立法として、通常国会最終盤に突如として上程されました。
その法案は、国は「部落差別解消にかんする施策を講ずる」としています。県・市町村にたいしては「部落差別の実態に係る調査」を押し付けます。さらに「相談体制の充実」をし、「必要な教育および啓発」をすることになっています。部落差別の定義は明記されていないのです。
全国人権連は「部落問題解決に逆行する暴挙だ」として、与党内で法案協議をしていた４月末には反対運動を開始。1か月間で、岡山県から６００人を超える反対要請はがきが投函されました。審議する法務委員会委員や政党に、「差別を固定し永久に残すもので断固反対」とファックスなどで要請しました。5月24日には国会を訪ね、すべての法務委員に廃案を要請し、阻止への緊急決起集会をおこないました。
５月２５日の衆院法務委員会では、日本共産党の清水忠史議員だけが質疑。かつておこなった同和の特別対策は終了し一般対策に移行しており、部落差別の用語や部落差別を定義した法律も全くないことを政府側に認めさせ、清水議員は「これは部落差別だと誰かが主観的に認定すれば、際限なくこの法律の乱用を生み出しかねない」と指摘。「新たな差別を掘り起こし、特定の地域と住民を『部落』と示唆しうるものだ」と批判しました。「共産党のいうことは一理も二理もある」との声もでて、参院に送付しても廃案になる事態となり、結局、質疑の終局をせずに、国会最終日の６月１日に継続審査になりました。
臨時国会の場に移ります。参院法務委員会では、12月6日に参考人質疑を行いました。解同本部書記長、自由同和会推薦の学者、全国人権連事務局長、法曹界の代表の4人が法案について基本的見解を述べたのち、委員からの質問にこたえていきます。解同の書記長は、仁比聡平議員の「八鹿高校事件」などに対しての質問にまともにこたえようとしません。しかし、12月8日、自民・公明・民進等は、参議院法務委員会で「部落差別の解消の推進に関する法律案」の審議を打ち切り、異例な内容の「附帯決議」をつけて委員会での採決を強行、翌9日の参議院本会議で賛成多数で可決、成立させました。
自民党の狙いは何か
自民党は、1985年以来の解同の「部落解放基本法」の署名には応じてきません。「被差別対象地域及び住民を法的に固定化させるという、極めて重大な政治的、社会的結果を惹起する恐れがある」（1986年、自民党政務調査会）としていました。今度の法案は、従来の自民党の認識からも逆行しています。
しかし、安倍政権のもとでの自民党は、国民主権の現行憲法を国が人権を管理するものへ憲法改悪を現実的に狙っています。それと軌を一にした「部落差別解消法」の急展開な動向です。人権問題の深刻さから国民の目をそらし、人権問題はあたかも差別問題がすべてであるかのごとく描き、「解消」は国民のモラルに落とし込めるものです。野党分断の選挙目当て等の狙いもあるのか、立法事実や「部落差別」の概念すらまともに議論をせずに強硬な姿勢を貫いています。
今、自民党の幹事長となっている二階俊博氏が2015年11月（当時、総務会長）、自らの選挙区・和歌山県の「人権フォーラム」を東京都内で開催。解同の委員長も出席し、自民党の稲田朋美、当時の政調会長や公明党、民主党（当時）の幹部もあいさつしています。そして、2016年3月、「部落問題に関する小委員会」を自民党内に設置し「二階派」の議員が法案作成をしてきました。
これらの経緯からしても、組織内候補を当選できなくなった解同と解同票がほしい自民党の思惑が一致した代物と言えます。野党分断も思惑の中にあるでしょう。
何が問題か
1969年から33年間続いた特別措置法、それが2002年3月末、総務大臣談話で同和問題の特別対策を終結、一般対策のもとで残された課題解決を図るとしました。それから14年を経過したこの時点で、法文上定義もなしに「部落差別」の実態調査や施策の実施、教育・啓発、相談体制の強化を義務づけ、それも恒久的に行うという、まさに社会問題解決の歴史を逆流させる稀代の悪法です。
2条の基本理念には「部落差別を解消する必要性に対する国民一人一人の理解を深めるよう努めることにより、部落差別のない社会を実現することを旨として、行われなければならない」と記されています。これは、人権課題を部落問題に集約させ、そして人権の課題を「私人間の問題」、「こころの問題」と矮小化し、本来、人権は権力との課題であると示す立憲主義をことさら無視させようとするものです。
部落問題は基本的には解決しているというのが国民のほとんどの人々の見解です。　
到達点を無視するだけではありません。法を求めたとする解同、しかしその解同全体が納得したものでない法案、それを自民党の幹事長を先頭に「与えてあげますよ」といわんがばかりの手法がまかり通ってしまいました。それはまさに「保守政治の人権」版の一つです。一世紀近くの貴重な歴史をもつ運動を冒涜されているようで許せない気持ちになります。
これからの運動
「市民と野党の共同」による立憲主義、民主主義、平和主義の政治の確立にむけての運動が、人権を基礎にした国家論にもつながるものだからこそ、保守政治の国民分断攻撃の狙いを明らかにして、市民的共同で実質的に「廃止」させたいと考えています。
　岡山県人権連は、今年２月８日に県の人権推進課と話し合いました。県側は、「同和地区」「同和関係者」とかの特定は２００２年３月の特別法の失効以来、していないし、できない、と述べ、地区とか人とかの特定が求められる実態調査などには対応できないことを明らかにしています。
岡山市、津山市、美作市をはじめ多くの自治体にたいしても申し入れ活動を展開しています。さらに自治体関係者の方々とも積極的に話し合う機会にして、歴史的逆流をゆるさず社会の進歩を着実に前進させるその本流をさらに太くしていきたいと思います。
短　信

浅田訴訟　第19回口頭弁論は5月10日（水）午後2時開廷
２月１７日、裁判所内で、裁判官、原告、被告の３者による進行協議が開かれました。

被告側からは、自立支援法７条の解釈に関する準備書面、被告主張の前提となった厚労省の回答などの書証が提出されました。これに対し、原告側からは、被告の主張と厚労省の回答との齟齬の説明を求める準備書面を提出しました。

被告代理人は「厚労省からの回答は、裁判所からの釈明にストレートに答えていない部分もある。法解釈に関する岡山市の主張と厚労省の主張とは結論は同じだが、理由付けが若干違う。検討のうえ、原告の求釈明に回答するか考える」などと述べました。

裁判長からも「原告の求釈明を踏まえ、裁判所としても再度の釈明が必要かどうか検討し、必要があれば書面で示す」との発言がありました。

そして、裁判長や右陪席裁判官からは、「法７条のような調整規定は、ほかの社会保障関係法規にも存在するはず。法７条も、支援法と介護保険法との調整だけではなく、労災保険との調整についても定めている。労災の場合、上限何円などと、金銭給付が前提になるので、支援法と労災との調整の局面では、金銭給付に換算していると想定される」との指摘がなされたうえで、被告に対し、「支援法と介護保険法との調整以外の場合の調整規定の内容、運用実態、通達等を明らかにしてほしい」との要望がありました。

また、裁判長から原告に対し、裁判所の解釈を踏まえて、請求の趣旨（一部取消の可否等）や請求原因を変更する必要があるか、検討してほしいとの要望もありました。

次回は５月１０日午後２時から午後３時までの期日。この日は、裁判官交代に伴い、弁論更新手続、意見陳述等が行われることになります。傍聴される方、午後１時３０分には、集合よろしくお願いします。
来る３月２８日の判決に期待
　　　　　　　　　　　　　　　　　山口雪子さんを支える会事務局長　重田雅敏
一年前の障害者差別解消法が施行されたその日に、山口雪子さんは教壇から降ろされて、研究室待機を余儀なくされてしまいました。奇しくも障害者が活躍できる社会を実現するために制定された二つの新法の理念に背を向ける残念な事態が、施行の初日から現実のものとなってしまったのです。しかも、教壇降ろしの理由が、学生を注意できなかったという、見えないという障害を、ことさら欠点として捕らえて、良い点を見ようともしないばかりか、話し合いも合理的配慮もせずに一方的に排除しようとしたものでした。特に許せないのは、どこの大学にでもありがちな学生の些細な行為を誇張して、それを注意できなかったことが、視覚障害教師ゆえに引き起こされた、これがまさに大問題だとして扱われていることです。
　今回の教壇降ろしの背景は、単なる労使のトラブルでもありません。学生と教師の指導上の問題でもありません。視覚障害教師を教壇から排除するための理由づくりに、障害上の弱点や学生の些細な行為を利用したことにあると思います。これには、障害者に対する「何もできない人」という偏見と、切捨ての論理がはたらいていると感じます。いかにして共生社会を作っていくか。いかにして偏見なく様々な事情を抱える人々を受容し支え合うか。そこにこそ、この問題の解決の道筋と未来があるのではないでしょうか。
判決の傍聴から報告会までの詳しい内容については、下記の通りです。
・３月２８日火曜日、１２時５０分、岡山地裁の１階ロビー集合。
・１３時１５分より、判決の傍聴。終了後、弁護士会館に。１３時４０分～１４時３０分　記者会見。１４時３０分～１６時００分　報告集会。１６時００分　終了・解散。
　　ＮＰＯ・地域人権だより　　　　　　　　　　　　　　　　　　　№.46
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